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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本企業の企業間分業の実態とその競争力への含意を分析することを目的とし
、このテーマを共有する複数の研究プロジェクトを実施した。自動車、エレクトロニクス・情報通信、医薬品・バイオ
テクノロジー、工作機械など多様な産業・企業をとりあげ、多様な方法を用いて実証分析を行い、企業間分業の実態と
その競争力への影響を明らかにした。全体として、成果をあげている企業間分業は、一方で緊密性（人的、資本的、地
理的、資源的）を活用しつつ、他方で開放性（広く、多様な関係）を追求していくという側面を持っており、この一見
矛盾する二つの課題に取り組むための工夫や努力が成否をわける鍵となることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This research aims at investigating the inter-firm division of labor of Japanese 
firms and examining its implications for competitiveness. The research consists of multiple empirical 
studies that share the objectives and deal with a variety of Japanese firms and industries, such as the 
automobile, electronics, information and communication, pharmaceutical and bio-technology, and machine 
tool industries, drawing on a variety of data and methods. Overall, the research suggests that 
competitive inter-firm devision of labor would involve, on one hand, "closeness" in terms of human, 
financial, geographical or resource relations, and, on the other hand, "openness" to explore various 
relations widely. This implies that efforts and creative solution to deal with these two requirements, 
which are seemingly contradictory to each other, would be critical for competitive management of the 
inter-firm devision of labor.

研究分野：社会科学、経営学、企業間関係、競争戦略、技術経営
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１．研究開始当初の背景 
かつて、日本企業の企業間分業システムは、
国際比較の中で、独自の特徴を持つものとし
て注目を集め、日本企業の競争力の重要な源
泉の一つであると論じられていた。だが、90 
年代に入り、バブル経済崩壊後、日本企業が
勢いを失う中で、日本企業の企業間分業シス
テムを「弱みの源泉、衰退の元凶」と指摘す
る論調が強まっていった。日本の企業間分業
システムは、どのような課題を抱え、どこに
向かっているのか。成功している欧米企業の
企業間分業システムと何が違い、競争力にい
かなる影響をもたらすのか。競争力のある日
本企業の企業間分業はどのような特徴を持っ
ているのか。これらの問いに向けて、日本企
業の企業間分業システムの実態を多角的、体
系的に解明し、企業間分業システムに対する
既存の議論を再検証することが課題となって
いた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本企業の企業間分業の実態とそ
の競争力への含意を分析することを目的とし
た。日本の企業間分業システムは、どのよう
な課題を抱え、どこに向かっているのか。成
功している欧米企業の企業間分業システムと
何が違い、競争力にいかなる影響をもたらす
のか。競争力のある日本企業の企業間分業は
どのような特徴を持っているのか ── これ
らの問題を、競争上のポジションと環境を異
とする多様な産業と企業を題材にして、多様
なデータと手法を用いて実証的に調査・分析
し、企業間分業に関する経営学・経済学に対
して新たな学術的貢献を果たすことを目指し
た。 
 
３．研究の方法 
本研究では、上記の研究目的を共有する複数
の実証研究プロジェクトを実施した。各プロ
ジェクトは、自動車、エレクトロニクス・情
報通信、医薬品・バイオテクノロジー、工作
機械など、競争上のポジションと環境を異と
する多様な産業、企業を実証研究の題材とし
て取り上げ、企業間分業の実態とその競争力
への含意をそれぞれ調査分析していった。分
析の方法としては、内外の企業・関連機関へ
のインタビュー調査、事例分析、業界デー
タ・特許データ・アンケートデータに基づく
統計分析、ネットワーク分析など、多様なデ
ータ・手法を用い、また直接・間接に国際比
較を交えながら、それぞれの実証分析を進め
ていった。研究成果の発表に際しては、国内
にとどまらず、海外でも行うことにより、多
角的なフォードバックを受けていった。さら
に、個々に実証研究を実施したのと並行して、
定期的に研究分担者が集まり、成果を相互に
発表し、議論する機会を設け、個別の研究成
果を横断的に関係づけ、共通の論点や理論的
な考察につなげていく総括的な研究作業も
進めていった。 

 
４．研究成果 
（1）主な個別研究の成果 
①自動車産業におけるメーカー・サプライヤ
ー関係：日本の自動車メーカーは長年にわた
って部品サプライヤーとの系列取引関係を
積極的に活用し、日本的な企業間分業関係の
代表的成功例の一つとされたが、90 年代半ば
以降、系列取引を見直す動きがみられ、その
評価は揺らいだ。しかし、その一方で系列取
引を維持したまま成功を続けている企業も
観察された。成功を続ける系列と見直される
系列は何が違うのか。部品取引に関する業界
データを用いて定量的に比較分析を行った
結果、成功を続ける系列は、一面で当該の自
動車メーカーと部品サプライヤーが長期的
で緊密な取引関係を持ちながら、他方で部品
サプライヤーが系列関係にない他の自動車
メーカーとも多くの取引関係を結んでいる
ことが明らかになった。取引関係が特定企業
間に限定される「閉じた」系列ではなく、「開
いた」系列であることが、系列取引関係が長
期の競争優位につながる条件であることを
示唆している。 
 
②エレクトロニクス・情報通信産業における
メーカー・サプライヤー関係：世界市場での
日本企業の競争優位が揺らいでいるエレク
トロニクス・情報通信機器産業において、海
外の成功している企業はどのような企業間
分業を築いているのか。携帯電話端末・スマ
ートフォン業界における韓国のサムソン電
子の企業間分業のマネジメントを、業界デー
タとインタビュー調査に基づいて分析した
結果、同社は、特定の部品サプラヤーとの密
接な企業間連携による協業をベースとしな
がら、そこに購買力を背景とする競争圧力を
加えることで、競争と協業とのリバランスを
行っていることが明らかとなった。技術・市
場・競争の変化が速い産業では、自動車産業
等にみられた協業中心のサプライヤー・シス
テムを土台としつつも、より競争的にサプラ
イヤーを管理することが求められることを
示唆している。 
 
③医薬品・バイオテクノロジーにおけるクラ
スター（地域集積）：医薬品産業では、研究
開発におけるバイオテクノロジーの活用の
重要性が高まり、その主体が企業内研究開発
から企業間分業へとシフトし、ベンチャー企
業・大学を含む企業間連携・産学連携が活発
に展開される地域集積（バイオクラスター）
が重要な役割を担うようになっている。この
ため、日本も含めて、様々な地域がバイオク
ラスターの形成を目指しているが、現在まで
に実際に成功しているものは世界でも数少
ない。関西、神戸、エディンバラ、サンフラ
ンシスコ、コペンハーゲン、アルザス、ミュ
ンヘンなど国内外の主要なバイオクラスタ
ーをインタビュー調査や業界データ、特許デ



ータなどにより比較分析した結果、成功例で
あるサンフランシスコやサンディエゴでは、
すでに多くの人材、成果物、資本が集積し、
そうした資源の集積と成果の発信とが好循
環を起こしており、そこでの企業間の連携分
業は地域内を核としながらも世界の企業、市
場につながっているのに対して、他の多くの
クラスターは、専門人材、資金が限られ、十
分な実績をあげるに至っていないことが明
らかになった。国内の関西、神戸のクラスタ
ーも、企業間連携、産学連携が進みつつある
ものの、主な連携が地域内に限定され、外と
のつながりがないまま本格的な成果を実現
するには至っていない。特許データのネット
ワーク分析からも、関西では産学連携による
共同研究は進展しているものの、ネットワー
クの範囲は狭く、経済的な成果は依然として
限られていることが確認された。地域内の連
携を基礎としつつ、そこにとどまるだけでは
成果にはつながらず、国際的に通用する新た
な集積を形成することの難しさが浮き彫り
になった。 
 
④生産財産業におけるメーカー・ユーザー間
分業：生産財産業では、メーカーとユーザー
企業の間の緊密な連携が大切になる。業界デ
ータやインタビュー調査に基づく、工作機械
産業の分析によれば、生産プロセスが高度で
複雑になるにつれ、生産システムのデザイン、
メインテナンスを工作機械メーカーに依存
するユーザーが増えており、一部の日本企業
はユーザーとの連携・分業においてより積極
的な役割を担うことでユーザーの期待に応
え、競争力を高めることに成功している事例
がみられ、それは、先進国市場にとどまらず、
新興国市場においてもユーザーの支持をえ
るために重要なメカニズムとなっているこ
とが明らかになった。農業機械産業の分析で
も、ユーザーが機械の稼働率を高く保てるよ
う独自の代理店網を活用したサービス体制
を構築することにより、海外を含めて成功を
納めている企業の例が観察された。いずれも、
川下側の企業との新たな分業のあり方（川上
側の企業がより多くの活動を請け負う）が競
争優位に結びつくことを示唆している。 
 
⑤海外進出企業の企業内国際分業：海外進出
した企業は、本国の優れた資源・能力を有効
に適用する一方で、進出先で長期の成功、競
争優位を実現するには、現地の市場・環境に
適応していくことも必要になる。本国と進出
先との間で企業内の国際分業をどのように進
めていけばよいのか。海外進出した日本の製
造業企業へのアンケート・データ、インタビ
ュー調査に基づく定量的・定性的分析によれ
ば、本国で獲得した能力や知識を単純に現地
の文脈に移転し活用する （「活用的適応」）
のではなく、現地で新たなルーティンや価値
基準を構築し、現地のイニシアティブで本国
資源を「選択的に」活用するという適応のあ

り方が見出された。また、新興国への進出の
際に、親会社の資源が多く利用されるケース
では、一般的に、確かに探索的適応が減少す
る傾向が認められるものの、ローエンド製品
では、逆に、親会社の資源利用が探索的適応
を促すという補完的な関係があることが示唆
された。 
 
（2）全体としての成果 
本研究は、日本の企業間分業の実態と競争優
位への含意を分析することを目的に、多様な
産業、企業について、多様な研究手法に基づ
き、実証分析を実施した。産業、企業によっ
ておかれている市場・技術・競争環境は異な
り、実現している経営の成果も異なる。扱う
分業のタイプも、メーカーとサプライヤー間
の分業に限らず、地域集積を中心とする企業
間・産学間の連携分業、メーカーとユーザー
間の分業、あるいは、企業内の本社と海外進
出先現地子会社間の分業も取り上げ、多岐に
わたった。こうした多様な分析から、企業間
分業とその競争力への含意について、多角的
な検討・考察が可能になり、上述の通り、様々
な発見事実や示唆を導き出すことができた。
と同時に、研究分担者が集まって、個々の実
証分析結果を横断的に俯瞰し、相互に議論を
重ねた結果、多くの業界・企業でみられた傾
向として、より高度で密接な企業間分業が求
められる一方で、狭く・特定の関係にとどま
ることなく、広く、多様な分業関係を構築し
ていくことが重要になっている、ということ
が浮き彫りになった。とくに、市場・技術・
競争の変化・多様性・不確実性が高まってい
る環境下にある産業、企業においては、複雑
で高度な製品・サービスの実現を目指しなが
ら、変化・多様性・不確実性に対応する必要
があることから、この傾向が顕著となってい
る。全体として、成果をあげている企業間分
業は、一方で緊密性（人的、資本的、地理的、
資源的）を活用しつつ、他方で広く開放性（広
く、多様な関係）を追求していくという側面
を持っており、この一見矛盾する二つの課題
に取り組むための創意工夫や努力が競争優
位に貢献するかどうかをわける鍵になって
いることが示唆された。かつて高く評価され
た日本の企業間分業は、その緊密性（長期的
な関係、信頼、人的なつながり）における特
徴が注目されていたが、本研究は、そうした
緊密性を活かしつつ、同時に開放性を重視す
ることが重要であることを示している。両方
の課題を同時に追求していくことを可能に
するメカニズムとはどのようなものなのか。
本研究では十分な分析・考察をするまでには
至らなかったが、この問いについて今後さら
なる研究を実証的、理論的に進めていくこと
が、学術的にも、実践的にも重要な貢献を生
み出していく可能性があることを本研究の
成果は示唆している。 
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